
平成１７年１月

住民サービスＷＧ事務局

「地域における情報化の推進に関する検討会」

住民サービスＷＧ

最終取りまとめの方向

資料１



1

ＩＣＴの利活用を通じ、地域の課題を解決

コミュニティ・ビジネスの活性化、地域通貨、SOHO地域コミュニティの活性化

農作物のネット販売農業の近代化

電子受注システム地域産業の発達

シニアSOHO雇用の促進

行
政
・コ
ミ
ュ
ニ
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ィ

産
業
・企
業

個
人
・家
庭

地域電子カルテ医療・福祉の向上

E-ラーニング、Net Day学習・教育ニーズの多様化

シニアネット少子・高齢化の進展

環境問題への対応

地域ポータルの構築行政圏の広域化

電子自治体の推進行政の簡素・効率化

地方分権・地域再生の推進

地域ポータル、電子町内会、Net Community中心市街地等の活性化

ＩＣＴを利用した地域における課題解決の取組み（例）地域における課題

地域の課題に対する課題解決の取組み

評価モデルの構築
地域情報化の

評価　　等

ＢＢの効率的整備インフラ

連携促進のしくみの構築連携・横展開

地域内外の連携による人材
育成

人材不足

ランニングコストのシステム
への内在化

ランニングコスト

解決策
活動における

個別の課題

個別の課題と解決策（案）

公設民営iDC、Hot spot、地域公共の整備・開放インフラの整備

人材育成、住民ディレクタＩＣＴリテラシーの向上

IＣT利活用の前提となる課題に対する課題解決の取組み

安心・安全で豊かな
地域社会を形成

効率的かつ利便性・
透明性の高い行政

サービス

地域情報化の目的

自律的・継続的な
地域情報化の推進

定量的・定性的目標を明
確にしてチェックを行う

地域情報化のエッセンス

住民視点の評価

・多様な主体の参画
・｢仕掛け｣
・｢インセンティブ｣
・｢トラスト」
・｢コネクタ｣

中間取りまとめの概要中間取りまとめの概要
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最終取りまとめに向けた検討の進め方（案）最終取りまとめに向けた検討の進め方（案）

第５、６回WG

　　新たな地域情報化の全体像（前回までのレビューと深化）

　課題の整理（役割分担、５つの課題など）

　課題の解決方策の考え方

　　・　①各地域において自律的解決に委ねる方法、又は、②何らかの公的支援を通じて課題解決を

　　　　図る方法、の２通りが考えられる。

　　・　いつ、どのような方法が適当かどうか。（取組の進捗段階に応じた支援、自律基本の支援）

　国の支援方策

　　・　親会の提示する方策等（次世代地域情報プラットフォームの開発、地域公共ネットワーク整備支

　　　　援（予め民間開放分の整備も可）

　　・　地域情報化総合支援事業（新規）

　　・　地域情報化の総合評価　　　　　　　　　　　　　　　など　

第７回WG

　最終報告の検討

　　・　新たな地域情報化の全体像、課題解決方策の提示、事例紹介、報告書の活用方法　などを骨子と　
　　　　する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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ＷＧ（第５回～）の検討イメージＷＧ（第５回～）の検討イメージ

自律的解決の有効性

公的支援による

解決の有効性　

情報化の基盤

揺籃期揺籃期

自律・安定期
（＝目指すべきところ）

自律・安定期
（＝目指すべきところ）

成長期成長期

ブロードバンド　
基盤の整備の遅れ

ランニングコスト
の不足

コネクターの発掘
が困難

評価していく体制

ＩＣＴ人材の不足

横展開できる体制
が未確立

他
地
域

支援のあり方・体制主体間の役割分担
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郵便局

Ｃ加工組合Ｂ漁業組合農業者Ａ

Ｆ急便Ｅ宅配

Ｇ

他の組織の機能を活用して新たなサービスを提供他の組織の機能を活用して新たなサービスを提供

Ｄ 市

消費者

配送受付
システム

配送受付
システム

配送受付
システム

出 品

地場産品
ポータル
システム

注 文

観光情報等

次世代地域情報プラットフォームの開発

　地域の情報化による安心安全で豊かな地域社会形成のため、地方公共団体の行政サービスを中核とし
てＷｅｂサービス技術を活用した共通基盤として次世代地域情報プラットフォームを開発。

１　施策の概要
（１）期待される効果
　　　地方公共団体や、地域の様々な主体の情報システムの連携を実現することで、効率的で質の高い電

子自治体を実現するほか、教育・医療・防災等シビルミニマムの向上、地域文化・産業の活性化、広
域的な交流・連携の推進等、安心安全で豊かな地域社会の形成に資する。

（２）開発対象
　　①　地方公共団体等のシステム等を効率的にＷｅｂサービス化する技術
　　②　安全にＷｅｂサービス連携を行うための各種セキュリティ技術
　　③　Ｗｅｂサービス連携時のサービス品質を確保するための技術
　　④　実証実験システム

２　予算予定額
　　１０．８億円の内数（１７年度）

（参考）

地域企業Ａ

住所変更受付受付
ＷｅｂサービスＷｅｂサービス

住所変更受付受付
ＷｅｂサービスＷｅｂサービス

地域企業Ｂ

Ａ 県
認 証 局

行政ポータル

引っ越し申請引っ越し申請
受付システム受付システム

Ｃ市

転入届受付受付
ＷｅｂサービスＷｅｂサービス

Ｂ市

転出届受付受付
ＷｅｂサービスＷｅｂサービス

行政機関

行政・民間等の連携行政・民間等の連携

各機関は、各機関は、 プラットフォームをプラットフォームを

活用し、活用し、 連携して多様なサービス連携して多様なサービス

を展開を展開

利用者

例１）引越手続きのワンストップ化 例２）地場産業ポータル
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地域情報化総合支援事業

　地域の創意と工夫に基づく提案型の情報通信基盤整備及びその利活用を推進し、住民がＩＣＴの利便
性を享受できる社会を構築。

１　施策の概要
（１）地域情報化総合計画（仮称）の作成
　　・ＮＰＯ等と連携する等、市町村は地域の情報通信基盤整備、及びその利活用計画を作成。
　　・計画においては目標設定（例：ブロードバンド実利用率、システム利用率、システムの満足度、ＩＣＴ企業の開業率

等）を義務づけ。
（２）補助金の交付
　　・国の詳細な事前関与を廃し、計画全体が採択対象
　　・競争原理を導入し、学識経験者等第三者による外部評価も活用
　　・対象事業：下記①及び②を複合的に行う事業に対して支援
　　　①　地域住民のニーズに即した映像情報等を提供する設備及び施設の設置
　　　②　インターネット等を活用した行政サービスを地域住民に提供する設備及び施設の設置
　　　③　計画に位置づけられた調査費や社会実験費等の地域提案型事業（全事業費の２割以内）
　　・事業主体と補助率：市町村及びその連携主体（１／２）　
　　　　　　　　　　　　第３セクター、公益法人、ＮＰＯ（間接補助１／３）
（３）事後評価の実施

２　予算内示額
　　４．８億円（１７年度）

（参考）

モバイル観光ナビ

りんごトレーサビリティ

ＣＡＴＶを活用し
た住民へのＩＣＴ
サービスの提供 行政情報化の推進

リアルタイム農園管理
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地域イントラネット基盤施設整備事業

　地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図るため、学校、図書館、公民館、市役所などを
高速・超高速で接続する地域公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体等を支援。

１　施策の概要（平成１７年度において下線部を拡充予定）
　　学校、図書館、公民館、市役所などを高速・超高速で接続する地域公共ネットワークを整備することにより、電子自治体
を推進するとともに、市町村合併の推進等を重点的に支援。

　（１）実施主体　都道府県、市町村、第三セクター及び複数の地方公共団体の連携主体
　（２）補助対象経費　① 施設・設備費（センター施設、映像ライブラリー装置、送受信装置、構内伝送路、双方向画像伝
　　　　　　　　　　　送装置、伝送施設等）

　　　　　　　　　　　② 用地取得費・道路費
　（３）補助率 ①　都道府県、市町村単独の場合及び都道府県、政令市、中核市から成る連携主体の場合1/3
　　　　　　　 ②　①以外の連携主体、合併市町村（ただし、合併年度及びこれに続く一年度に限る。）の場合及び沖縄県、
　　　　　　　　　 沖縄県内の市町村　1/2
　　　　　　　 ③　第三セクターの場合 1/4
　（４）その他 ① あらかじめケーブルテレビ（地方公共団体又は第三セクターが運営するものに限る。）への開放を目的と
　　　　　　　　　する整備を可能とする。
　　　　　　　 ② あらかじめ高速・超高速インターネットアクセス提供事業への開放を目的とする整備を可能とする。

（参考）

地域公共ネットワーク

公民館等 小中高校等

教育・講習に活用

保健医療情報システム

保健所

インターネット

　　市役所
　　情報通信センタ

防災情報システム

行政情報システム

教育情報システム

プロバイダ

駅

住民が利用

図書館

２　予算内示額（１７年度）　　
　　３，７８９百万円
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通信・放送事業者、一般事業者等

　（電気通信システムの設計、運用等を行う者、放送番組の制作を行う者等）

　　　助成対象経費
　　　設備整備費、講師謝金、教材費、電気代・回線使用料、機器借上料、人件費等
　（３）助成率等
　　①助成率　１／２（但し障害者を対象とする研修の場合は２／３）
　 　②助成額　上限５００万円
　　　　(但しＩＴビジネスモデル地区に係る案件については、上限１,０００万円)

情報通信人材研修事業支援制度

　近年、急速に高度化が進む情報通信分野の専門的な知識及び技能を有する人材を育成することによ
り、ＩＴ人的資源大国となることに貢献。

１　施策の概要
　　情報通信人材研修事業を実施する者を対象に、当該事業に必要な経費の一部を助成。
　（１）助成対象者
　　 第三セクター、公益法人、ＮＰＯ法人
　　(障害者を対象とする場合、第三セクター、公益法人、ＮＰＯ法人及び社会福祉法人)
　（２）助成対象事業
　　 電気通信システムの設計・運用、放送番組制作等の知識・技術向上に資する研修事業
　

研修への参加

助成金（定率助成）

情報通信人材研修事業実施者
　　第三セクター、公益法人、ＮＰＯ法人（障害者を対象とする場合、第三セ
　　クター、公益法人、ＮＰＯ法人及び社会福祉法人）

　　国（総務省）

補助金

民間団体

２　予算内示額（１７年度）　　
　　２．９億円

（参考）
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消防庁、官邸消防庁、官邸消防庁、官邸

プライマリ
データセンタ（全国ｉＤＣ）

都道府県iDC

消防署

a市 b町

A県 B県

インターネットインターネット

市町村地域公共
ネットワーク

市町村地域公共
ネットワーク

都道府県情報ハイウェイ都道府県情報ハイウェイ

全国
ネットワーク

全国
ネットワーク

都道府県情報ハイウェイ都道府県情報ハイウェイ

市町村地域公共
ネットワーク

市町村地域公共
ネットワーク

バックアップ
データセンタ

監視カメラ 監視カメラ

映像ﾃﾞｰﾀ
防災ＡＳＰ
システム

ギガビットネットワーク
（JGNⅡ）の活用を検討

各都道府県にアクセスポイントを設置済

公共ネットワークを活用した防災アプリケーションの展開

　これまでの地域公共ネットワークは、地域に閉じて活用することを前提としたネットワークが大半。

　テストベッドとして全国規模のブロードバンドネットワークを構築し（JGNⅡを想定）、都道府県

情報ハイウェイが接続するアクセスポイントを設置。都道府県情報ハイウェイに市町村地域公共ネット

ワークを接続し、広域的な利活用を推進。

１　予算予定額（１７年度）　　
　　１０．８億円の内数


